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取手市 2019 年度予算 実質過去最大 

総額３９１億５千万円を可決 

上野たかし 

加増みつ子､遠山ちえ子 
関戸  勇 ､小池えつ子 

2015 年取手中３いじめ自死 

やっと届いた少女の訴え 
 

・消費税 10％  増税分で歳入９千５

百万円(地方消費税交付金)増に対

し、建設関係事業だけで取手市の負

担増は１億３千万円。市民への負担

増前提の予算。 

・子ども・教育  いじめ自死

から３年、県の調査結果で

教育行政の信頼はいよい

よ失墜。 

いじめ防止対策費（専門委員会経

費等）1300 万円。保育士不足で待

機児 76 人（2 月１日現在）新年度

も解消のメドたたず。 

・まちづくり  取手駅西口開

発（事業費２６億円）、桑原

（委託料など６千万円）の

大型開発偏重で生活インフ

ラ整備は後回し、今後も限

りなく２大開発に税金投

入。 

・産業支援  大規模事業者呼び込み型

中心、新規企業立地に固定資産税つ

ごう３か年分免除と奨励補助金、地

場中小企業は事実上対象外。市長接

待疑惑解明ないまま起業支援関係

予算９００万円。  

・ふるさと納税  平成 29 年度寄付金

４千９百万円、返礼品２千万円に、

30 年度８千９百万円の税額控除で

ふるさと納税は大赤字です。 

新年度５千万円の寄付を見込む

もさらに赤字拡大へ。 

2015 年 11 月、市立中学３

年生の中島菜保子さんが「いじ

められたくない」と書き残し自

死した問題。３月 20 日県調査

委員会は、自死といじめの因果

関係を認める報告書を公表しま

した。 

同報告書では、調査に当たっ

た取手市教育委員会が「重大事

態」との認識を欠いたまま、十

分な調査も行わず「いじめには

該当しない」とした対応を厳し

く批判し、再発防止策の検討を

市に求めています。 

 

いじめ、隠ぺいの取手市・市

教委の、理不尽な対応に対し、

「真実を明らかにせよ」との少

女と両親の訴えはやっと届きま

した。しかしいじめ自死の認定

まで３年はあまりに長すぎまし

た。学校・市教委がいじめの実

態を把握しながら「いじめはな

かった」との市教委の違法な議

決（2016 年３月）が、事件の

認定を遅らせたのです。2017

年 11 月、本来取手市が行うべ

き調査でしたが、この間の市の

不誠実・ズサンな対応により、

茨城県に委託して行われまし

た。 

 

今回の県調査委員会の調査で

も取り上げられた市教委の在り

方とともに、行政トップの市長

らの責任が改めて問われます。

調査結果が報告された３月 22

日の市議会全員協議会で、小池

えつ子市議に責任を問われた市

長は、「再発防止への道筋をつけ

た上で考える」と答弁。命をか

ろんじる、形ばかりのお詫びで

は、両親はもとより市民にも受

け入れられません。「いじめのな

い安全・安心、子どもたちが生

き生き学べる学校教育」を多く

の市民が望んでいます。 

平成29年度
平成30年度

 (2/28現在）

平成31年度

 (予算）
合　計

寄付金合計 49,356,570 39,390,000 50,000,000 262,981,971

返礼品･事務費 20,552,028 19,971,526 26,365,000 108,356,889

税額控除 63,894,000 89,293,000 ― 206,382,000

【ふるさと応援寄付金と控除額表】 

取手市長選挙への出馬見送り 

２０１９年４月１日 日本共産党取手市委員会 

消費税 10％増税・憲法改悪・原発再稼働、沖

縄新基地建設に強権的に突き進み、“改ざん・隠

ぺい”などの民意に背く安倍政治の下で、市民の

平和と安全・くらしを守る地方自治体の役割が

強く求められています。 

３期 12 年の藤井市長は、学校・保育所統廃

合、使用料・手数料の値上げなど、独善と偏見

による市政運営により、市民福祉の低下を招い

てきました。 

教育力低下による「いじめ自死事件」、「市長

接待疑惑」など市民の批判は頂点に達していま

す。 

「市長を変えたい」「市民と野党共同して市

政を変えよう」との市民の声は、政治的立場の

違いを超えて広がる中、日本共産党は、幅広い

共同による公正・民主の市政をめざしてきまし

た。 

４月 21 日投票の市長選挙は、現職藤井信吾

氏と新人竹原大蔵氏の一騎打ちでたたかわれ

る可能性が強い中、現市政を変えるという一点

から、日本共産党としては、今回、市民との共

同候補の擁立は見合わせ、自主投票とすること

にしました。 

皆さまのご理解ご協力をどうぞよろしくお

願い申し上げます。 ＊税額控除は寄付の翌年 

桜の花の満開の頃、間もなく入学式を迎える市立学校 
＝3 月３０日 

３月定例市議会は２月28日～

３月 18 日までの会期で行われ、

議決された一般会計予算は過去

最大の３８３億５千万円（前年比

０,８％増）となりました。 

市税はやや減収（法人市民税は

９.４％減）、市債やふるさと応援

寄付金を減額。一方で普通交付税

や国・県交付金（生活保護費・国

体経費等）・基金繰り入れを増額。

１０月消費税１０％増税前提の

予算。国の３０年度補正予算に応

じた学校改修等７億９,２７２万

円（繰り越し事業）の補正計上分

を合わせ、総額３９１億４,２７２

万円（前年比２,９％増）の予算と

なっています。 
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100 条請願を審議する総務文教常任委員会 

３月市議会で日本共産党は、市民の暮らしと健康、教育、

街づくりと、産業政策など、市長の市政運営をただし、

一般質問や予算審査特別委員会で、建設的な政策提案を

行い、市政の転換に全力を尽くしました。 

国保税の均等割、平等割を廃止した場合の取手市国保税と協会けんぽ 

（中小企業の労働者加入）の保険料比較。（取手市試算） 

今年度解体予定の取手駅西口ビル群 

安倍政権の社会保障費削減のもとで、昨

年 4 月から国民健康保険制度の都道府県

化（広域化）で、県内でも１７自治体が値

上げとなりました。ところで取手市の国保

財政は、藤井市長が 12 年前の就任直後に

大幅値上げ（平均３割）を行った結果、３

～５憶円の単年度黒字を続け、ため込んだ

基金は、今や 13 憶円にものぼります。 

日本共産党は、これまでも基金の活用な

どを提案、皆さんと力を合わせ国保税引き

下げを求めてきました。市は、これらの求

めに応じ国保税は据え置きで、18 歳以下

の均等割を半額（３１,０００円→１５,５

００円）へ施策を打ち出したことは、市民

のための施策として嬉しいことでした。 

 

１８歳以下の均等割り額 

全額免除を 

３月議会で、小池えつ子市議は、高すぎ

る国保税のさらなる引き下げ（１世帯１万

円引き下げるには、約２億円あれば可能）、

18 歳以下の均等割全額免除（約６,３００

万円）などを求めました。今後もみなさん

と力を合わせて国保税の引き下げ・軽減策

を求めて、誰もが安心して医療を受けられ

る制度の充実に全力を尽くしていきます。 

日本共産党は「均等割り」「平等割」を

なくし協会けんぽ並みに引き下げること

を提案しています。 

 

 

事 例 

取手市の国保税 
全国平均 

協会けんぽ 現 行 
均等割･平等割 

を廃止すれば 

給与年収４００万円 

４人家族(30 歳代夫婦･子２人） 
334,700円 232,200 円  201,700 円 

給与年収２４０万円 
単身者(20 歳代） 

157,700円 101,700 円  121,000 円 

 

 

 

小規模企業･商店の振興条例設置を 

            関戸 勇  市議 

 

藤井市政のもとで、町の商店が衰退を続けています。

このままでは、買い物難民が増えるばかりです。小規模

企業や商店は、物を売るだけでなく、お客との対話を通

してコミュ二ティづくり、子どもや高齢者の見守りや、

地域内循環の経済を担ってきました。 

 関戸勇市議は、こうした地元商工業の役割を、市民、

みんなで再認識し地域の活性化につなげるための行政

の責任を義務付ける振興条例設置を求めました。 

一般質問では、合わせて地域防災計画の拡充・民間木

造住宅の耐震化促進等防災・減災のまちづくりについて

質しました。 

 

 

 

子どもクラブの訪問調査で 

たくさん改善要望が寄せられました 

           遠山ちえ子 市議 

 

 放課後子どもクラブの児童が増え、定員基準 40 人以

下に 60 人超えるクラブ室が手狭、指導員が少ない等の

声が寄せられています。遠山ちえ子市議は、市内 14 の

小学校と各子どもクラブを訪問し、具体的な改善への要

望をお聞きしました。 

一般質問で、「子どもをまん中にした教育・子育て環

境の充実について」、子どもクラブ施設の運営の在り方

と施設の改善。併せて、特別支援学級の環境改善、藤代

小学校一階にある藤代幼稚園の３年保育の実施と園舎

建設を提案し質しました。また藤代庁舎に地域包括支援

センターの設置を求めました。 
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1993 年に始まった取手駅西口

北地区区画整理事業は、新年度のビ

ル解体予算を含むこれまでの事業

費は約 16０億円。実施済みのウェ

ルネスプラザなどハコもの建設を

合わせると約２００億円の税金投

入となります。残された区画整理と

駅前広場の整備、更には A 街区への

再開発事業（34 階マンション建設

135 億円）などなど、際限のない

税金投入です。 

加増みつ子市議は、再開発ビル建

設計画は白紙に。ビル解体後は速や

かに地権者に返還し、事業費縮減を

図り、住民要求の強い駅前広場の整

備を優先することを求めました。市

は「Ａ街区のビル解体は 2019 年

度中に終え、駅前広場の整備は

2022 年度中に終える」とし「再開

発事業は組合施工で行い、市はそれ

を支援する」と答弁。 

日本共産党は「再開発ビルは地権

者主体に、公共施設導入は空きビル

の活用」を提案しています。 

農家に不安の桑原開発 

１００倍超に膨れ上がる 

固定資産税 

後継者不足で今後の営農継続が

厳しい中、農地を先行き不明の開発

に委ねる商業施設計画。事業者撤退

の可能性、農家に残される 100 倍

にも膨らむ固定資産税負担。また、

地域商業にも深刻な影響を及ぼす

心配がある「桑原開発」。取手市は

巨額の税金投入で事業を進めてい

ます。 

日本共産党の提案 

・持続可能な農政へ、農産物の

価格補償と販路拡大。 

・新規営農者支援制度等の確立。 

・農家の意向が生かされる農地

利用を求めます。 

加増みつ子 市議 

小池えつ子 市議 


